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   ２０２５年度 最低賃金改正審議における基本的考え方について 

1.経済・物価情勢の展望（2025年４月） 

概要 

◆先行きのわが国経済を展望すると、各国の通商政策等の影響を受けて、海外経済が減速し、わが国企業の収益など

も下押しされるもとで、緩和的な金融環境などが下支え要因として作用するものの、成長ペースは鈍化すると考えら

れる。その後については、海外経済が緩やかな成長経路に復していくもとで、成長率を高めていくと見込まれる。 

◆物価の先行きを展望すると、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、2025 年度に２％台後半となったあと、

2026 年度は１％台後半、2027 年度は２％程度となると予想される。このところの米などの食料品価格上昇の影響は

減衰していくと考えられる。この間、消費者物価の基調的な上昇率は、成長ペース鈍化などの影響を受けて伸び悩む

ものの、その後は、成長率が高まるもとで人手不足感が強まり、中長期的な予想物価上昇率が上昇していくことか

ら、徐々に高まっていくと予想され、見通し期間後半には「物価安定の目標」と概ね整合的な水準で推移すると考え

られる。 

◆ 前回の見通しと比べると、成長率については概ね不変である。消費者物価（除く生鮮食品）の前年比について

は、2025 年度は、食料品価格上昇の影響を主因に上振れているが、2026 年度と2027 年度は概ね不変である。 

◆ リスク要因としては様々なものがあるが、とくに、各国の通商政策等の今後の展開やその影響を受けた海外の経

済・物価動向を巡る不確実性は高い状況が続いており、その金融・為替市場やわが国経済・物価への影響について

は、十分注視する必要がある。 

◆ リスクバランスをみると、経済の見通しについては、2025 年度と2026 年度は下振れリスクの方が大きい。物価

の見通しについては、概ね上下にバランスしている。 

※実質賃金の発表（出展：日本経済新聞 7月7日発表） 

【5月の実質賃金2.9%減 5カ月連続のマイナス、物価上昇に追いつかず】 

厚生労働省が7日に発表した5月の毎月勤労統計調査（速報、従業員5人以上）によると、物価変動の影響を除い

た実質賃金は前年同月比で2.9%減った。物価上昇に賃金の伸びが追いつかず、5カ月連続で減少した。マイナス

幅は2023年9月以来の大きさとなった。 

名目賃金を示す1人あたりの現金給与総額は1.0%増の30万141円だった。伸び率は4月から1.0ポイント縮んだ。

ボーナスなどを含む「特別に支払われた給与」が18.7%減り、現金給与総額の伸びを抑えた。 

 

 

出展：厚生労働省発表 

令和７年６月５日 

●毎月勤労統計調査 

 令和７年４月分結果速報 

 

takahashirh
フリーテキスト
以下、労働者側提出資料
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２.骨太方針２０２５：内閣府 hpより（抜粋） 

 令和７年６月 13 日、「経済財政運営と改革の基本方針 2025 ～「今日より明日はよくなる」と実感できる社

会へ～」（骨太方針 2025）が経済財政諮問会議での答申を経て、閣議決定されました。 

 

(1)日本経済を取り巻く環境と目指す道 

世界に安定と繁栄をもたらしてきた国際秩序は、現在、自国第一主義や権威主義的国家の台頭によって変化しつつ

ある。力や威圧による一方的な現状変更の試みも続いている。 

我が国を取り巻く国際秩序が大きく変化する中にあっても、官民が連携し、こうした課題解決のための取組を推進

し、我が国経済の持続的成長と国民生活の豊かさの向上を目指すことこそが、「新しい資本主義」の実現にほかならな

い。「新しい資本主義」の実現に向けた取組によって、30 年続いたコストカット型経済は終焉を迎えつつあり、５％を

上回る賃上げが２年連続して実現した。石破内閣は、その取組を更に進め、「賃上げこそが成長戦略の要」との考え方

に立って、最低賃金の引上げを含め、物価上昇を安定的に上回る賃上げを実現する。そして、国民が「今日より明日

はよくなる」と実感でき、ふるさとへの思いを高めることができる「新しい日本・楽しい日本」を実現することを目

指す。そのための経済財政運営と改革の基本方針が、本方針である。 

 

 

(2)当面のリスクへの対応及び賃上げを起点とした成長型経済の実現 

米国による一連の関税措置及びその後の対抗措置の応酬は、これまで国際社会が培ってきた自由で開かれた貿易・

投資体制をゆるがせにするものとして、我が国からの輸出を減少させるだけでなく、家計や企業のマインドの慎重化

を通じて消費や投資を下押しするおそれがあり、我が国経済全体を下振れさせるリスクとなっている。また、足元で

は、食料品を中心とする物価高が継続し、家計や企業は、依然として厳しい状況に置かれている。 

「賃上げこそが成長戦略の要」である。持続的・安定的な物価上昇の下、日本経済全体で１％程度の実質賃金上昇を定

着させ、国民の所得と経済全体の生産性を向上させる。この実現に向け、中小企業・小規模事業者の賃上げを促進する

ため、適切な価格転嫁や生産性向上、経営基盤を強化する事業承継・Ｍ＆Ａを後押しするなど、賃上げ支援の施策を総

動員する。最低賃金を着実に引き上げ、2020 年代に全国平均 1,500 円という高い目標に向かってたゆまぬ努力を続け

る。 

減税政策よりも賃上げ政策こそが成長戦略の要という基本的考え方の下、既に講じた減税政策に加えて、これから実

現する賃上げによって更に手取りが増えるようにする。 

そのために、経済全体のパイを拡大する中で、物価上昇を上回る賃上げを普及・定着させ、現在及び将来の賃金・所得

が継続的に増加する「賃上げを起点とした成長型経済」を実現することを目指す。政府は、引き続き、日本銀行と密

接に連携し、経済・物価動向に応じた機動的なマクロ経済政策運営を行う。 

(3)人口減少下における持続可能な経済社会の構築 

我が国の生産年齢人口は、これからの 20 年で 1,500 万人弱、２割以上が減少する。こうした中、かつて人口増加期に

作り上げられた経済社会システムを中長期的に持続可能なシステムへと転換することが求められる。 

経済・財政・社会保障の持続可能性を確保するためには、生産年齢人口の減少が本格化する中にあっても、中長期的に

実質１％を安定的に上回る成長を確保する必要がある。その上で、それよりも更に高い成長の実現を目指す。こうし

た経済においては、２％の物価安定目標を実現する下で、2040 年頃に名目ＧＤＰ1,000 兆円程度の経済が視野に入る。 

国際秩序が根幹から揺らぎかねない不確実な時代にあって、我が国が世界の中で重要な地位を担い続けるためには、

財政が国民経済の中長期的な発展を支える役割を十分に果たすことで成長を実現し、賃金や所得が拡大する中で成長

と分配の好循環が実現し生活が豊かになる、活力ある経済社会を築いていく。 
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3.山形県の有効求人倍率について 

 
 

（出展：独立行政法人 労働政策研究・研修機構 厚生労働省「一般職業紹介状況」） 

4.山形県最低賃金の推移 

 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

山形県

最賃 

654 

(+7) 

665 

(+11) 

680 

(+15) 

696 

(+16) 

717 

(+21) 

739

（+22） 

763

（+24） 

790

（+27） 

793 

（+3） 

822 

（+29） 

854 

(+32) 

900 

（+46） 

955 

（＋55） 

引上げ率 

（％） 

1.08 1.68 2.26 2.35 3.02 3.07 3.25 3.54 0.38 3.66 3.89 5.39 6.11 
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5.2025年7月22日の山形県経済動向月例経済報告によれば、  

 

 

 

このような状況の中で、労働者の処遇を改善し、県内経済の回復と安定に繋げることが、労使で目指すべき姿

と考え以下の通り金額を提示する。 

 

要求額【1053円（+98）】 
 考え方 

  

  ●連合リビングウェイジ（山形県では 1150円） 

   ※連合リビングウェイジは、労働者が健康で文化的な生活ができ、労働力を再生産し社会的体裁を保持す

るために最低限必要な賃金水準を連合が独自に算出しているものです。 

   上記、リビングウェイジと山形県最低賃金（955円）とは大きな乖離があり、使用者側へのインパクト 

   も考慮し段階的に到達すべきと考える。 

① 1150円-955円＝195円  

② 2年で到達するためには、97.5円 

     ――よって  955円+98円＝1053円 

 

本県経済は、緩やかに持ち直しているものの、弱

含みの動きが続いている。 

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、底堅

い動きとなっている。 

鉱工業生産は、弱含みの動きとなっている。 

雇用情勢は、持ち直しの動きに足踏みがみられ

る。 


